
令和８年７月 

交付税課  

１ 意見の提出数（令和７年８月以降） 

２ 省令事項に係る意見の処理について 

８２項目（１５８件）のうち２９項目（７５件）（別紙の「処理状況」欄に

※を付したもの）について意見の趣旨を踏まえ算定方法の改正等を行う。

【意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等を行う主な例】 

○人口減少社会に対応した交付税の算定 １項目（  １件） 

○特定被災地方公共団体に対する人口等の特例措置の継続 １項目（  １件） 

○道路除排雪経費の実態の適切な反映 １項目（  １件） 

○公立病院の施設整備に係る建築単価の見直し １項目（１４件） 

○公立病院の運営経費に係る措置単価の見直し １項目（ ３件） 

○地域手当に係る普通態容補正係数の見直し １項目（  １件） 

○ガバメントクラウド以外のクラウド環境で構築された標準

準拠システムのクラウド利用料等への普通交付税措置 １項目（１７件） 

○児童相談所設置後２年間の児童福祉司の加配に要する経費

の算入 １項目（ ４件） 

地方団体から申出のあった交付税の算定方法に関する意見

の処理について【地方交付税法第１７条の４】 

項目数 件数

都道府県分 56 194

市町村分 17 27

計 73 221

都道府県分 48 75

市町村分 34 83

計 82 158

都道府県分 104 269

市町村分 51 110

計 155 379

省令事項

計

法律事項
（処理済み）
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新規
継続

提出
団体

費目等 意見

継
続

長崎県

[1件]

地域
振興費
（県）

■人口減少社会に対応した交付
税の算定

　測定単位である「人口」の減
少による影響を最小限に留める
ための措置を講じること。

採用

　人口が急激に減少した団体に対する激変
緩和措置である人口急減補正については、
令和７年国勢調査人口を踏まえて、引き続
き措置を講じることとする。

継
続

福島県

[1件]

総括的
事項
（市）

■特定被災地方公共団体に対す
る人口等の特例措置の継続

　特定被災地方公共団体に対す
る人口等の特例について、措置
を継続していただきたい。

採用

　特定被災地方公共団体における避難者の
帰還状況等の状況や令和７年国勢調査人口
への切替えを踏まえ、令和８年度以降も人
口等の特例措置を継続することとする。

継
続

札幌市
(北海道)

［1件］

道路橋
りょう費
（市）

■道路除排雪経費の実態の適切
な反映

　堆積場までの雪の運搬に要す
る排雪経費、労務単価や機械損
料、除雪体制の確保のための待
機補償料などの一般財源所要額
は増加傾向にある。道路除排雪
経費に係る実態を適切に算定に
反映していただきたい。

採用

　近年の物価高に伴う燃料費や機械リース
料等の増加や、運転手・作業員等の労務単
価の上昇等を反映し、措置を充実すること
とする。

継
続

岩手県
ほか

[14件]

衛生費
（県）

保健
衛生費
（市）

■公立病院の施設整備に係る建
築単価の見直し

　近年、建築資材や労務単価等
の上昇により、急激に建築単価
が上昇している中、令和８年度
においてもさらなる建築単価の
上限の引き上げを行うこと。

採用

　最近の公的病院の建築単価の上昇等を踏
まえ、令和８年度においても、交付税措置
の対象となる建築単価の上限を引上げるこ
ととする。

処理方針（案）

Ｒ８地方団体からの意見及び処理方針の概要（省令事項・主なもの）
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新規
継続

提出
団体

費目等 意見 処理方針（案）

Ｒ８地方団体からの意見及び処理方針の概要（省令事項・主なもの）

継
続

奈良県
ほか

[3件]

衛生費
（県）

保健
衛生費
（市）

■公立病院の運営経費に係る措
置単価の見直し

　令和７年度の交付税算定にお
いて、病床当たりの措置単価を
760千円に引き上げられたが、
今後も更なる運営経費の上昇が
見込まれるため、引き続き実勢
を踏まえた継続的な見直しを
行っていただきたい。

採用

　公立病院の設置運営に要する経費のうち
一般会計で負担すべき経費については、適
切に地方財政計画に計上しており、その一
部について地方交付税措置を講ずることと
している。
　令和８年度においても、地方財政計画の
歳出に病院事業に対する繰出金について所
要額を計上し、令和７年度に引き続き、普
通交付税における病床当たりの措置単価を
引き上げることとする。

新
規

綾部市
(京都府)

[1件]

総括的
事項
（市）

■地域手当に係る普通態容補正
係数の見直し

　地域手当の見直しに伴う上昇
分について、全額が需要額に反
映されるよう、級地区分の見直
しに即した算定方法に変更され
たい。

採用

　地域手当の支給割合の差異による給与差
については、最新の人事院勧告の内容を反
映した地域手当の級地区分に応じて、普通
態容補正により算定に反映することとして
おり、級地区分の変更に伴う支給割合の上
昇分が増加需要額に的確に反映されるよう
係数の設定方法を見直すこととする。

新
規

富山県
ほか

[17件]

地域
振興費
（市）

■ガバメントクラウド以外のク
ラウド環境で構築された標準準
拠システムのクラウド利用料等
への普通交付税措置

　自治体情報システムの標準化
に伴うクラウド利用料及び関連
する費用に講じられている地方
交付税措置について、ガバメン
トクラウド以外のクラウド環境
を利用する場合についても対象
とされたい。

採用

　標準準拠システム・ガバメントクラウド
移行後のシステム運用経費については、令
和８年度より、人件費・物価の増加等の外
的要因等による恒常的な経費の増加分に対
し、普通交付税において標準準拠システム
への移行状況に応じた措置を講じることと
する。

新
規

船橋市
（千葉県）

ほか

[4件]

こども
子育て費
（市）

■児童相談所設置後２年間の児
童福祉司の加配に要する経費の
算入

　児童福祉司の加配に要する経
費については、前々年度の虐待
相談対応件数に応じて算定され
ている。よって、中核市が児童
相談所を設置した２年間は当該
経費が措置されないため、見直
しを図られたい。

採用

　児童相談所設置から２年間の児童福祉司
の数について、児童相談所を設置する市と
都道府県との間で、前々年度の虐待相談対
応件数の取扱いについての協議が行われた
場合に、その取扱いに準じた算定を行うこ
ととする。
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地
方
公
共
団
体

総

務

大

臣

地
方
財
政
審
議
会

（交付税の額の算定方法に関する意見の申出）

第十七条の四 地方団体は、交付税の額の算定方法に関し、総務大臣
に対し意見を申し出ることができる。この場合において、市町村に
あつては、当該意見の申出は、都道府県知事を経由してしなければ
ならない。

２ 総務大臣は、前項の意見の申出を受けた場合においては、これを
誠実に処理するとともに、その処理の結果を、地方財政審議会に、
第二十三条の規定により意見を聴くに際し、報告しなければならな
い。

意見申出 報 告
公

表

地方交付税の算定について、地方団体の意見をより的確に反映するととも
に、その過程をより明らかにするために創設。
（地方交付税法 第１７条の４（平成１２年４月施行））

＜例年の意見申出・公表の時期＞
意見申出：９月中旬～下旬
公 表：（法律事項）３月末

（省令事項）次年度７月末

参考

地方公共団体の意見申出制度（交付税法第１７条の４）
の概要
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平成12年度以降の意見の処理状況は下表のとおりである。

年　　度 区　　分 提出件数 提出項目数 採用項目数

平成12年度 補正係数等 (省令事項) 103 60 14

単位費用等 (法律事項) 157 103 33

補正係数等 (省令事項) 282 183 32

単位費用等 (法律事項) 167 116 31

補正係数等 (省令事項) 232 165 31

単位費用等 (法律事項) 137 93 39

補正係数等 (省令事項) 222 146 34

単位費用等 (法律事項) 145 88 41

補正係数等 (省令事項) 150 106 29

単位費用等 (法律事項) 156 98 36

補正係数等 (省令事項) 144 86 24

単位費用等 (法律事項) 198 88 25

補正係数等 (省令事項) 124 97 28

単位費用等 (法律事項) 241 128 59

補正係数等 (省令事項) 177 111 30

単位費用等 (法律事項) 172 79 18

補正係数等 (省令事項) 212 114 31

単位費用等 (法律事項) 181 70 27

補正係数等 (省令事項) 161 100 20

単位費用等 (法律事項) 171 81 27

補正係数等 (省令事項) 149 98 13

単位費用等 (法律事項) 214 76 27

補正係数等 (省令事項) 152 111 25

単位費用等 (法律事項) 181 62 23

補正係数等 (省令事項) 183 129 31

単位費用等 (法律事項) 175 58 16

補正係数等 (省令事項) 196 132 32

単位費用等 (法律事項) 318 92 40

補正係数等 (省令事項) 291 146 55

単位費用等 (法律事項) 251 111 76

補正係数等 (省令事項) 262 144 42

単位費用等 (法律事項) 225 79 45

補正係数等 (省令事項) 277 173 45

単位費用等 (法律事項) 256 101 64

補正係数等 (省令事項) 216 138 45

単位費用等 (法律事項) 232 88 60

補正係数等 (省令事項) 198 126 37

単位費用等 (法律事項) 277 108 65

補正係数等 (省令事項) 249 125 33

平成25年度

平成26年度

平成24年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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年　　度 区　　分 提出件数 提出項目数 採用項目数

単位費用等 (法律事項) 369 130 75

補正係数等 (省令事項) 258 128 47

単位費用等 (法律事項) 285 118 85

補正係数等 (省令事項) 194 115 38

単位費用等 (法律事項) 300 101 49

補正係数等 (省令事項) 158 96 33

単位費用等 (法律事項) 354 86 50

補正係数等 (省令事項) 130 77 25

単位費用等 (法律事項) 221 72 42

補正係数等 (省令事項) 189 72 20

単位費用等 (法律事項) 261 76 48

補正係数等 (省令事項) 192 90 27

単位費用等 (法律事項) 221 73 58

補正係数等 (省令事項) 158 82 29
令和８年度

令和５年度

令和４年度

令和２年度

令和３年度

令和７年度

令和６年度
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< 別  紙 >

○基準財政需要額に係るもの

費　 　目 提出団体 内　 　容 処理状況

総括的事項 東京都 大都市特有の財政需要の反映 ※

神奈川県 都市部の財政需要の適切な把握と過度な財源調整（段階補正）の見直し △

警察費 大阪府 警察官数段階別における事務職員数の見直し ※

道路橋りょう費 北海道 割落率による不均衡の是正

奈良県 投資補正係数の設定方法の見直し △

沖縄県 投資補正係数の算定における割落としの廃止

高等学校費 岩手県

鳥取県

島根県

高知県

鹿児島県

福島県 東日本大震災に係る教育関係費の特例率の適用の継続 ※

高知県 専門学科の運営に係る需要額の適切な反映

特別支援学校費 山口県 スクールバス運行経費の拡充

その他の教育費 秋田県 高等専門学校及び大学の学生の数に係る種別補正の拡充 ※

大阪府

沖縄県

大分県 公立学校の体育館空調設備に係る光熱費に対する措置の拡充 △

衛生費 岩手県

茨城県

新潟県

高知県

宮崎県

秋田県 算定に用いる病床数への社会福祉型地方独立行政法人分の算入

奈良県

宮崎県

大阪府
都道府県立病院会計への繰出金等（高度医療に要する経費）に係る密度補正係数の追
加

岩手県

兵庫県

奈良県

広島県

奈良県 密度補正Ⅰ（人口密度の大小による保健所数の逓増を勘案）の廃止 △

宮崎県
不採算地区病院（中核病院含む）に要する経費の基準財政需要額への算入と実情に即し
た算定

※

小規模高等学校のかかり増し経費の適切な反映 △

地方交付税法第１７条の４に基づく意見の一覧(省令事項)
令和８年７月

都道府県分

地域医療介護総合確保基金における医師偏在の状況その他の地域の実情を勘案した算
定

△

教育費の財政負担に係る地域間の格差是正 △

公立病院の運営経費に係る措置単価の見直し ※

公立病院の施設整備に係る建築単価の見直し ※

｢処理状況｣欄の摘要
※：意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等(一部採用を含む｡)を行うこととしたものを示す。
△：採用しないが引き続き検討を行うこととしたものを示す。
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費　 　目 提出団体 内　 　容 処理状況

こども子育て費 北海道

青森県

鹿児島県 人口に占める18歳以下人口の割合が小さい団体に配慮した経常態容補正の見直し △

石川県

山口県

鳥取県

山口県

徳島県

佐賀県

地域振興費 北海道 公共施設等の必要な修繕に要する経費の適切な算定

青森県 投資的経費に係る財政需要 ※

岩手県 投資的経費における算定方法の見直し △

鳥取県

島根県

島根県 投資的経費の算定に用いる数値

青森県

秋田県

和歌山県

鳥取県

島根県

山口県

徳島県

高知県

山形県 人口減少団体へ配慮した算定 ※

長崎県 離島や過疎地域等条件不利地域への適切な配慮 ※

長崎県 人口減少社会に対応した交付税の算定 ※

沖縄県 基地補正の見直し

青森県 人口減少等特別対策事業費の条件不利地域等への割増し係数の継続 ※

東京都 地域の元気創造事業費の適正な算定及び今後の取扱い ※

東京都 人口減少等特別対策事業費の適正な算定及び今後の取扱い

福井県 人口減少等特別対策事業費の補正係数

滋賀県
人口減少等特別対策事業費の「取組の必要度」に応じた算定から「取組の成果」に応じた
算定へのさらなるシフト

奈良県 地域の元気創造事業費の経常態容補正係数等の算出方法の見直し △

広島県 地域の元気創造事業費の増額及び算定方法の見直し

宮崎県 人口減少等特別対策事業費に係る基礎数値の見直し

滋賀県 経常態容補正係数の算出方法の見直し

軽費老人ホーム事務費の適切な反映

人口に占める18歳以下人口の割合が小さい団体に配慮した経常態容補正の継続 ※

高齢者保健福
祉費 後期高齢者医療に係る密度補正の見直し

△

投資的経費における財政措置

人口減少に対応した人口急減補正の継続と段階補正の充実 ※

地域の元気
創造事業費

人口減少等
特別対策
事業費

地域社会再生
事業費
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費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

北海道 地方債の元利償還金に対する交付税措置率の復元及び金利上昇を反映した適切な算定 ※

栃木県

岡山県

熊本県 市場公募債（満期一括）充当額における利子負担額の算入方法の見直し

包括算定経費 富山県 算定に用いる耕地面積の見直し △

滋賀県 種別補正係数の見直し △

○基準財政収入額に係るもの

　 令和８年度は意見なし。

公債費

満期一括償還地方債に係る算入方法の見直し △
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○基準財政需要額に係るもの

費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

総括的事項 福島県 特定被災地方公共団体に対する人口等の特例措置の継続 ※

京都市（京都府） 大都市の事務・権限等に対応した交付税の算定 ※

綾部市（京都府） 地域手当に係る普通態容補正係数の見直し ※

島根県

川本町　（島根県）

美郷町　（　 〃 　）

海士町　（　 〃 　）

西ノ島町（　 〃 　）

知夫村　（　 〃 　）

消防費 箱根町（神奈川県） 観光客の影響による財政需要の適切な反映

道路橋りょう費 札幌市（北海道） 道路除排雪経費の実態の適切な反映 ※

下水道費 青森県

佐渡市（新潟県）

宮城県

石巻市(宮城県)

登米市（　〃　）

大崎市（　〃　）

滋賀県

甲賀市（滋賀県）

小・中学校費 平内町(青森県) スクールバス運行経費の適切な算定 ※

佐世保市(長崎県)

沖縄県

その他の教育費 王寺町（奈良県） 学校体育館の空調の光熱費に係る密度補正の算定方法の見直し △

生活保護費 大阪市（大阪府） 扶助費の全額算入 ※

社会福祉費等 近江八幡市（滋賀県）

大阪市（大阪府）

保健衛生費 札幌市（北海道） 精神障害者通院患者医療費における地域の実態を踏まえた算定 △

札幌市（北海道） 指定難病の特定医療費の交付税措置に係る補正係数の創設 △

小田原市(神奈川県)

箕面市(大阪府)

伊丹市(兵庫県)

豊岡市（　〃　）

三木市（　〃　）

小野市（　〃　）

加西市（　〃　）

朝来市（　〃　）

宍粟市（　〃　）

福山市（広島県）

就学援助費の準要保護世帯に対する基準財政需要額への適正な反映

市町村分

高資本費対策における経過年数要件の見直し △

段階補正における割増下限人口の引き下げ △

高資本費対策における合併団体への経過年数要件の適用方法の見直し △

公立病院の施設整備に係る建築単価の見直し ※

障害者自立支援給付及び障害児通所給付に係る財政需要の適切な算入 △
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費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

保健衛生費 小田原市（神奈川県） 公立病院の運営経費に係る措置単価の見直し ※

佐渡市（新潟県）
統合水道に係る旧簡易水道区域の給水人口における統合後の激変緩和措置の減額の
廃止と財政措置の継続

熊本県 感染症等対策費（予防接種事業）に係る交付税措置の拡充

こども子育て費 船橋市(千葉県)

豊中市(大阪府)

枚方市( 　〃　 )

東大阪市( 　〃　 )

横須賀市(神奈川県)

八幡市(京都府)

尼崎市(兵庫県)

大阪市(大阪府) 児童扶養手当の適実算入 △

吉野ヶ里町(佐賀県) 施設型給付費に係る人員数の算定基準日の見直し

高齢者保健福
祉費 日光市（栃木県） 地方自治体が設置する介護施設等の密度補正算入

清掃費 北杜市(山梨県) 別荘地や二地域居住者が多い地域における財政需要に対する補正項目の創設 △

地域振興費 富山県

福井県

高槻市　（大阪府）

守口市　（　 〃 　）

富田林市（　 〃 　）

摂津市　（　 〃 　）

四條畷市（　 〃 　）

西宮市　（兵庫県）

南あわじ市（　 〃 　）

播磨町　（　 〃 　）

玉野市　（岡山県）

瀬戸内市（　 〃 　）

赤磐市　（　 〃 　）

美作市　（　 〃 　）

浅口市　（　 〃 　）

西粟倉村（　〃　）

松野町　（愛媛県）

北海道

明日香村（奈良県）

島根県

島根県全市町村

熊本県 人口急減補正の適正な算定 ※

鹿児島県

三島村（鹿児島県）

児童扶養手当に係る密度補正の見直し

※児童相談所開設後２年間の児童福祉司の加配に要する経費の算入

隔遠地補正における小規模離島団体特例の創設

※
ガバメントクラウド以外のクラウド環境で構築された標準準拠システムのクラウド利用料
等への普通交付税措置

※地方公共団体情報システム標準化に対する地方財政措置
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費　　　目 提出団体 内 容 処理状況

地域振興費 仙台市(宮城県)

京都市(京都府)

大阪市(大阪府)

守口市( 　〃 　)

大阪市（大阪府） 事業所税見合いの需要に係る算定方法

公債費 埼玉県 災害復旧事業債における普通交付税措置率の見直し

包括算定経費 紀宝町（三重県） 各市町村の災害リスクに応じた補正係数の新設 △

○基準財政収入額に係るもの

令和８年度は意見なし。

事業所税収入見合いの基準財政需要額への全額算入 ※
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